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海外における減塩政策による循環器疾患予防に関する

シミュレーションモデルを用いた医療経済的評価研究の現況
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目的 日本では高齢化の進展とともに，循環器疾患に関連する医療と介護に要する社会保障費への

国民負担がより一層増大すると予想されている。栄養政策は，国民の食生活改善を通じて循環

器疾患を予防する効果が期待される。しかしその費用対効果の評価は，日本ではこれまでに行

われていない。本研究は，減塩政策による循環器疾患予防に関する海外の医療経済的評価研究

を概括し，日本の栄養政策の公衆衛生学的効果と社会保障費抑制効果の評価手法を構築するた

めの基礎資料とすることを目的とした。

方法 循環器疾患予防介入の医療経済的評価に関する代表的なシミュレーションモデルとして，循

環器疾患政策モデル（Cardiovascular Disease Policy Model），IMPACT モデル（IMPACT

Coronary Heart Disease Policy and Prevention Model），米国 IMPACT 食料政策モデル（US

IMPACT Food Policy Model），ACE アプローチ（Assessing Cost-EŠectiveness approach to

priority-setting）および PRISM（Prevention Impacts Simulation Model）を抽出した。各モデル

を応用してポピュレーションアプローチによる国レベルでの減塩政策の費用と効果を評価した

海外の原著論文を収集し，モデルの概要，構造および応用研究を概括した。

結果 5 つのモデルの構造としてマルコフ・コホートシミュレーション，マイクロシミュレーショ

ン，比例多相生命表，システム・ダイナミクスに基づき，減塩政策による食塩摂取量と血圧の

低下を通じて循環器疾患の予防に至る過程がモデルに組み込まれていた。これらのモデルを応

用した豪州，英国および米国の研究では，食品業界による義務または任意の市販加工食品中の

食塩含有量の低減を中心に，健康増進キャンペーン，容器包装前面の食塩量表示等の減塩政策

の費用と効果について，10～30年または生涯にわたる長期のシミュレーションによる評価が行

われていた。

考察 海外では国の減塩政策による循環器疾患予防の費用と効果について，シミュレーションモデ

ルに基づく医療経済的評価から得た科学的根拠を発信している。日本も減塩政策を中心にシ

ミュレーションモデルを活用し，栄養政策の立案・評価に役立てることが期待される。
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 緒 言

人生100年時代に向けた健康寿命の延伸と持続可

能な健康長寿社会の実現のため，循環器疾患の予防

は重要な公衆衛生課題である。超高齢社会を迎えた

日本において，心疾患と脳血管疾患を含む循環器疾

患はがんに次ぐ主な死因となっている1)。そして医

療費についても，循環器疾患にかかる医療費は国民

医療費の 5 分の 1，とくに65歳以上では 4 分の 1 を

占めている2)。また，少子高齢化は進展し，循環器
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疾患と後遺症に関連して必要とされる医療と介護に

よる社会保障費の国民負担はより一層増大すると予

想されている。

日本人の循環器疾患の主要な危険因子の一つとし

て，食塩の過剰摂取による高血圧が挙げられる3)。

日本人の食塩摂取量は，他の国々に比べて高い水準

にある4)。国民の 1 日当たり食塩摂取量の平均値は

長期的に減少傾向にあるが5)，2019年の値は約10 g

で6)，世界保健機関が推奨する削減目標値の 5 g7)を

依然として大きく上回っている。国の減塩政策とし

て，健康日本21（第二次）では食塩摂取量の削減目

標値が設定されるとともに，企業による食品中の食

塩量低減に向けた自主的な取り組みを促進するため

の社会環境づくりが推進されている。中間評価で

は，食塩摂取量の平均値が減少し，食品中の食塩量

等の低減に取り組んだ登録企業数が増加した8)。ま

た，食事摂取基準が2020年に改定され，成人 1 日当

たり食塩摂取量の目標が引き下げられるとともに，

高血圧と慢性腎臓病の重症化予防を目的とした目標

が新たに設定された9)。さらに，食品表示法（平成

25年法律第70号）が2015年 4 月に施行され，食品関

連事業者が容器包装に入れられた一般用加工食品を

販売する際には，ナトリウム（食塩相当量に換算）

を含む 5 項目について栄養成分表示を行うことが義

務付けられた10)。地方自治体においても，新潟県の

「にいがた減塩ルネサンス運動｣11)などの減塩運動が

展開されている。

このように，日本では栄養政策の一環としてポ

ピュレーションアプローチに基づく減塩政策が実施

されているが，将来の社会保障費増大の抑制を考慮

した費用と効果の評価はまだ行われていない。海外

では，21世紀に入り世界保健機関を中心として，減

塩政策を含む非感染性疾患の予防介入に関する国際

的な医療経済的評価研究が行われた12,13)。とくに

2010年以降，豪州，英国，米国等を中心にシミュ

レーションモデルを用いて各国の減塩政策の費用対

効果を評価した研究とレビュー論文14～22)が発表さ

れ，人口レベルでの減塩政策から費用に見合った効

果または医療費削減を期待できることが示されてい

る。

本研究では，日本の栄養政策等による公衆衛生学

的効果と社会保障費抑制効果の評価手法を開発する

ための基礎資料として，海外のポピュレーションア

プローチに基づく減塩政策に関するシミュレーショ

ンモデルを用いた医療経済的評価から得られた知見

をまとめた。

 研 究 方 法

研究対象は，循環器疾患予防介入の医療経済的評

価に関する代表的なシミュレーションモデルに基づ

き，減塩政策の費用と効果を評価した海外の研究と

した。シミュレーションモデルの選択基準として

は，ポピュレーションアプローチに基づく循環器疾

患予防介入の費用と効果の評価に広く活用されてお

り，固有の名称を持ち確立した代表的なモデルとし

た。以上の基準により，循環器疾患政策モデル

（Cardiovascular Disease Policy Model），IMPACT

モデル（IMPACT Coronary Heart Disease Policy

and Prevention Model），米国 IMPACT 食料政策モ

デル（US IMPACT Food Policy Model），CVD-

PREDICT（Cardiovascular Disease Policy Model for

Risk, Events, Detection, Interventions, Costs, and

Trends），ACE アプローチ（Assessing Cost-EŠec-

tiveness [ACE] approach to priority-setting）および

PRISM（Prevention Impacts Simulation Model）を

抽出した。なお，他のシミュレーションモデルとし

てニュージーランドの BODE3（Burden of Disease

Epidemiology, Equity & Cost-EŠectiveness

Programme)23)が挙げられるが，豪州の ACE アプ

ローチを踏襲しているため本研究では対象としな

かった。

それぞれのシミュレーションモデルについて，ポ

ピュレーションアプローチに基づく国レベルでの減

塩政策を含む栄養政策の費用と効果の評価を行った

応用研究の原著論文を収集した。ACE アプローチ

については報告書24～26)から関連文献を特定した。

他のモデルについては PubMed で検索し，検索対

象期間を2000年 1 月から2020年12月とした。各シ

ミュレーションモデルに応じた検索式を作成した

（表 1）。IMPACT モデルでは，検索を絞り込むた

め代表的な著者名を検索式に含めた。米国 IM-

PACT 食料政策モデルについては，IMPACT モデ

ルに含めて検索した。文献の採用基準としては，◯

原著論文であること，◯当該シミュレーションモデ

ルを使用していること，◯効果だけではなく費用も

推定していること，◯栄養政策介入を検討している

こととした。栄養政策全般での文献の数を把握した

後，減塩政策に関する文献に限定して各シミュレー

ションモデルの概要，構造および応用研究の内容を

概括した。

なお，本研究は先行研究の公表データに基づくも

のであり，「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」の適用対象外である。
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図 文献検索フローチャート

表 シミュレーションモデルによる栄養政策の費用と効果の評価に関する文献の PubMed 検索式

モデル名，検索式

循環器疾患政策モデル

`̀ coronary heart disease policy model'' [All Fields] OR `̀ cardiovascular disease policy model'' [All Fields] OR `̀ chd

policy model'' [All Fields] OR `̀ cvd policy model'' [All Fields]

IMPACT モデル

(`̀ coronary heart disease'' [All Fields] OR `̀ cardiovascular disease'' [All Fields] OR `̀ chd'' [All Fields] OR `̀ cvd''

[All Fields]) AND (`̀ model'' [All Fields] OR `̀ models'' [All Fields] OR `̀ modeled'' [All Fields] OR `̀ modeling'' [All

Fields] OR `̀ modelings'' [All Fields] OR `̀ modelled'' [All Fields] OR `̀ modelling'' [All Fields] OR `̀ modellings'' [All

Fields] OR `̀ models'' [All Fields]) AND capewell, s [Author]

CVD-PREDICT

(`̀ cvd'' [All Fields] AND `̀ predict'' [All Fields] AND (`̀ cost beneˆt analysis'' [MeSH Terms] OR (`̀ cost beneˆt''

[All Fields] AND `̀ analysis'' [All Fields]) OR `̀ cost beneˆt analysis'' [All Fields] OR (`̀ cost'' [All Fields] AND

`̀ eŠectiveness'' [All Fields]) OR `̀ cost eŠectiveness'' [All Fields]) AND (`̀ microsimulation'' [All Fields] OR

`̀ microsimulations'' [All Fields]))

Prevention Impacts Simulation Model

`̀ prevention impact simulation model''

CVD-PREDICT, Cardiovascular Disease Policy Model for Risk, Events, Detection, Interventions, Costs, and Trends.

633第68巻 日本公衛誌 第 9 号2021年 9 月15日

 研 究 結 果

. 検索結果

図 1 に文献検索フローチャートを示す。ACE ア

プローチの報告書から13件の文献が特定された。他

のシミュレーションモデルに関する PubMed 検索

結果合計171件のうち，抄録で135件を除外した後

（原著論文ではない 9 件を含む），全文を確認して12

件を除外した。減塩政策を含む栄養政策の費用と効

果を評価した文献37件の内訳は，循環器疾患政策モ

デル 6 件27～32)， IMPACT モデル 5 件33～37)，米国

IMPACT 食 料 政 策 モ デ ル 3 件38～40) ， CVD-

PREDICT 5 件41～45)，ACE アプローチ13件46～58)，

PRISM 5 件59～63)であった。減塩政策に関する文献

10 件の内訳は，循環器疾患モデル 2 件28,32) ，

IMPACT モデル 3 件33,34,36)，米国 IMPACT 食料政

策 モ デ ル 2 件38,39) ， ACE ア プ ロ ー チ 1 件48) ，

PRISM 2 件59,60)であった。各シミュレーションモ

デルの特徴と文献数を表 2 にまとめた。CVD-

PREDICT については減塩政策に関する文献がな

かったため，以下の検討から除外した。

. 循環器疾患政策モデル

1) 概要

循環器疾患政策モデルは，米国の35歳以上人口に

おける循環器疾患の発生率，有病率，死亡率および

費用に関するマルコフモデルによるコホートシミュ



634

表 栄養政策による循環器疾患予防の費用と効果に関するシミュレーションモデルの特徴および文献数

モデル名 モデル構造
減塩を含む文献
数（栄養政策全
体の文献数)

対象人口
シミュレーション

期間
主なアウトカム

指標

循環器疾患政策
モデル

マルコフコホート 2(6) 米国，中国，
メキシコ

10年 質調整生存年

IMPACT モデル 表計算，マイクロ
シミュレーション

3(5) 英国，東地中海
4 か国

5～10年（表計算)，
15年（マイクロシ
ミュレーション)

獲得生存年

米国 IMPACT
食料政策モデル

マイクロシミュ
レーション

2(3) 米国 20年 質調整生存年

CVD-PREDICT マイクロシミュ
レーション

0(5) 米国 5～20年，生涯 質調整生存年

ACE アプローチ 比例多相生命表，
マルコフ

1(13) 豪州 生涯 障害調整生存年，
健康調整生存年

PRISM システムダイナミ
クス

2(5) 米国 10～40年
（2040年まで)

死亡，損失生存年

ACE, Assessing Cost-EŠectiveness; CVD-PREDICT, Cardiovascular Disease Policy Model for Risk, Events, Detection,

Interventions, Costs, and Trends; PRISM, Prevention Impacts Simulation Model.
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レーションで， 1980年代にハーバード大学の

Milton Weinstein 教授らにより開発された64)。30年

以上にわたり，循環器疾患の疫学的推移や予防治療

介入の効果に関する検討に活用されてきた。当初は

米国人口を代表するモデルとして作成されたが，近

年はメキシコや中国といった他の国々の人口にも適

用されている。現在は，カリフォルニア大学サンフ

ランシスコ校の Kirsten Bibbins-Domingo 教授とコ

ロンビア大学の Lee Goldman 教授らが中心とな

り，モデルの応用研究を進めている。

2) モデルの構造

モデルは，人口疫学，急性期および慢性期の三つ

のサブモデルで構成されている（原文では

demographic-epidemiologic, bridge, and disease histo-

ry submodels64)）。毎年，35歳人口がモデルに参入

し，循環器疾患の既往がない集団は人口疫学サブモ

デル，既往がある集団は慢性期サブモデルへ分類さ

れる。人口疫学サブモデルでは，循環器疾患の既往

のない集団における循環器疾患発症率および循環器

疾患以外の死因による死亡率が予測される。人口疫

学サブモデルへ分類された集団は，性別，年齢，血

圧，糖尿病等のリスクにより定義された各状態に割

り振られ，一年周期でリスクの変化に伴い各状態間

を遷移し，循環器疾患を発症すると急性期サブモデ

ルへ遷移する。急性期サブモデルでは，初発のイベ

ントを狭心症，心筋梗塞，心不全，脳卒中に分類し

て30日間の後遺症を記録し，生き延びた集団は慢性

期サブモデルへ遷移する。慢性期サブモデルでは，

慢性期患者を性別，年齢，狭心症，心筋梗塞，心不

全，脳卒中および血行再建術の有無によって定義さ

れた状態に割り振り，循環器疾患の再発率と死亡

率，循環器疾患以外の死因による死亡率を予測す

る。循環器疾患以外の死因で死亡または85歳まで生

存した集団はモデルから退出する。減塩政策の効果

については，血圧の低下を通じて循環器疾患発症率

および全死因による死亡率が低下する過程として考

慮されている。

3) 応用研究

循環器疾患政策モデルを用いて米国28)と中国32)の

減塩政策が検討されたが，本稿では Bibbins-

Domingo らによる米国の応用研究28)を取り上げ

る。この応用研究の背景として，米国における2005

～2006年時点の 1 日当たり食塩摂取量平均値は男性

10.4 g，女性7.3 g で，政府機関の推奨値である5.8 g

を大きく上回っていた。そこで2010年からの10年間

で達成可能な適度な減塩目標として，1 日当たり食

塩摂取量が 3 g 低下した場合の費用と効果を推定し

た。その結果，年間で新規発症減少数は冠動脈疾患

60,000～120,000件，脳卒中32,000～66,000件，心筋

梗塞54,000～99,000件で，全死亡減少数は44,000～

92,000件，質調整生存年（quality-adjusted life years,

QALYs）の増加数は194,000～392,000 QALYs と推

定された。これらの効果は，喫煙や肥満といった他

の危険因子への介入の効果と同等以上であった。ま

た，保健セクターの視点から推定された医療費は

100億～240億米ドル低下し，米国人の食塩摂取量の

75以上を占める加工食品中の食塩量を低減するた

めの規制的措置にかかる費用を連邦政府が負担して

も，それ以上の医療費抑制効果が得られる可能性が

示された。
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. IMPACT モデル

1) 概要

IMPACT モデルは，20世紀後半の西洋諸国にお

ける冠動脈疾患死亡率の低下要因を検討するため，

1990年代に英国リバプール大学の Simon Capewell

教授らによって開発された65)。当初は過去の死亡率

の変化を治療や危険因子等の変化で説明する後ろ向

きのモデルで，日本66)や米国67)を含む20か国以上で

の死亡率の分析に応用された。さらに前向きなモデ

ルに拡張され，5～10年の比較的短い期間ではある

が介入による将来の変化を予測可能になった。次節

の米国 IMPACT 食料政策モデルを含めて，リバ

プール大学公衆衛生学研究所公衆衛生政策部門

（Department of Public Health and Policy, Institute of

Population Health Sciences）の研究チームが，国内

外の研究者らと協力して IMPACT モデルの拡張と

応用研究を継続して行っている。IMPACT モデル

は確定的な表計算に基づくモデル（deterministic

cell-based model）として開発されたが，近年は

IMPACTNCD モデルや IMPACT 食料政策モデルと

いったマイクロシミュレーションモデルが主流とな

りつつあり，米国でも応用されている68)。本節では

表計算モデルを示し，マイクロシミュレーションモ

デルについては次節の米国 IMPACT 食料政策モデ

ルで説明する。

2) モデルの構造

確定的な表計算に基づく IMPACT モデルでは，

既存の大規模メタ解析や無作為化臨床試験から得ら

れた疫学情報を利用して，2 時点の間での危険因子

や治療の変化が循環器疾患死亡へ及ぼす寄与を推定

する。減塩政策による介入の場合は，平均食塩摂取

量の低下分を平均血圧の低下分に変換し，血圧と循

環器疾患死亡率の関連を示す回帰係数およびベース

ライン時の循環器疾患死亡率が続いた場合に期待さ

れる最終年の循環器疾患死亡数から，減塩により予

防または延期された死亡数（deaths prevented or

postponed）を計算する。さらに，予防または延期

された死亡数に生存年の中央値を乗じて，獲得生存

年数（life-years gained）を計算する。

3) 応用研究

表計算による IMPACT モデルを用いた減塩政策

の費用と効果の検討は，イングランド33)と東地中海

4 か国（チュニジア，シリア，パレスチナ，トル

コ)34)で行われたが，本稿では Collins らによるイン

グランドの応用研究33)を取り上げる。この応用研究

の背景として，2003年から行われた減塩政策によ

り，イングランドの 1 日当たり平均食塩摂取量は

2000～2001年の9.5 g から2011年の8.1 g まで15減

少したが，推奨される 6 g を依然として上回ってい

た。そこで，2010年から10年間における減塩政策の

費用対効果を社会的視点から推定した。検討された

政策は，実施中の 3 つの減塩政策（食事と身体活動

に関する健康増進キャンペーン，容器包装前面の交

通信号方式による食塩量表示，食品業界による自主

的な加工食品中の食塩量低減）と，未実施の加工食

品中の食塩量低減の義務化の 4 つであった。その結

果，10年間でいずれの介入手段も生存年数の延長と

医療費の削減を達成できるが，とくに加工食品中の

食塩量低減の義務化により最も大きな生存年数の延

長と医療費の削減を得られる可能性が示された。健

康増進キャンペーンと栄養成分表示については，加

工食品中の食塩量低減に関する 2 つの介入に比べて

効果は小さいが医療費の削減が期待されるため，減

塩に関する包括的戦略の部分的な構成要素として活

用の余地があることが示唆された。

. 米国 IMPACT 食料政策モデル

1) 概要

米国 IMPACT 食料政策モデルは，IMPACT モ

デルから派生したマイクロシミュレーションモデル

で，米国における食塩，果物・野菜，砂糖等に関す

る食料政策の費用と効果を評価するために開発され

た。米国国立衛生研究所からの支援を受けた「食料

政策レビューと介入の費用対効果に関するプロジェ

クト（Food Policy Review and Intervention Cost-

EŠectiveness, Food-PRICE）」の一環として，前述

のリバプール大学の Simon Capewell 教授やタフツ

大学フリードマン栄養科学政策大学院の Dariush

MozaŠarian 教授らが中心となり，このモデルを用

いた検討を行っている。

2) モデルの構造

米国 IMPACT 食料政策モデルは，現実に近い合

成人口（synthetic population）における個人（syn-

thetic individuals）の生涯を種々の政策シナリオの

下でシミュレーションする離散時間確率的動学的マ

イクロシミュレーションモデル（ discrete-time

stochastic dynamic microsimulation model）である。

まず，人口予測から得られた性，年齢，人種・民族

に関する情報に基づき，介入なしのシナリオの下で

30～84歳の個人の生涯についてシミュレーションを

行い，食塩摂取や血圧などの危険因子，初発の循環

器疾患，予防または延期された死亡数，質調整生存

年，費用，循環器疾患とその他の死因による死亡を

記録する。次に，介入シナリオの下で同じ個人の生

涯についてシミュレーションと同様の記録を行う。

シミュレーションが年 1 回の離散的な時間ステップ

を進むにつれて，循環器疾患の発症率や死亡率と
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いった一連の確率的な規則が個人に適用される。死

亡またはシミュレーションの終了までこの過程を繰

り返し，人口における疾患の費用と質調整生存年を

推定する。

3) 応用研究

米国の減塩政策に関する応用研究では，2016年に

米国食品医薬品局（Food and Drug Administration,

FDA）が意見公募のために公表した食品業界向け

の指針案が検討された。この FDA による指針案で

は，155種類の市販の加工・調理済み食品別に，食

品業界が自主的に食塩量の削減に取り組むための短

期（2 年間）と長期（10年間）の目標値が提案され

た。そこで Pearson-Stuttard らは，最適シナリオ

（すべての食品で短期と長期の目標値を順守），中程

度シナリオ（50の食品で短期と長期の目標値を順

守）および悲観的シナリオ（すべての食品で短期の

目標値のみを順守）の 3 つを設定し，米国30～84歳

人口における2017～2036年の20年間の費用対効果を

社会的視点から推定した38)。その結果，いずれのシ

ナリオも費用対効果があり，最適シナリオと中程度

シナリオは効果の増大と費用の削減の双方が期待で

きるとともに，最適シナリオの費用対効果が最も高

かった。なお，最適シナリオでは食品業界が負担す

る費用は10年間で160億ドルに上ると推定された

が，食品システムとその従業者の視点から行われた

追加的分析によると，それを上回る効果と医療費の

削減が得られることが示された39)。

なお，同様のマイクロシミュレーションモデルで

ある IMPACTNCD モデルの応用例として，英国で

2011年から2017年まで公衆衛生責任協定（Public

Health Responsibility Deal）の下で食品産業に食塩

摂取量目標の設定と監視への裁量が付与されたこと

による2025年までの費用と効果が検討された36)。

. ACE アプローチ

1) 概要

豪州では，2000年に開始した ACE アプローチの

一環として，がん（ACE-Cancer，2000～2001年），

心疾患（ACE-Heart Disease，2000～2003年），メン

タルヘルス（ACE-Mental Health，2001～2004年），

未成年の肥満（ACE-Obesity，2004～2005年），予

防（ACE-Prevention，2005～2009年）および肥満

政策（ACE-Obesity Policy，2012～2018年）に関す

る研究が行われた24,25,69)。成人を対象とする栄養政

策的介入は，ACE-Prevention と ACE-Obesity Poli-

cy で検討された。とくに減塩政策が検討された

ACE-Prevention では，国立健康医学研究カウンシ

ル（National Health and Medical Research Council）

からの競争的資金を受けて，クイーンズランド大学

疾病負担・費用対効果研究センター（Centre for

Burden of Disease and Cost-EŠectiveness, the Univer-

sity of Queensland）の Theo Vos 教授とディーキン

大学医療経済学研究グループ（Deakin Health Eco-

nomics, Deakin University）の Rob Carter 教授らが

中心となり研究を行った。

2) モデルの構造

ACE-Prevention では，非感染性疾患予防のため

の150種類の介入手段について，費用対効果の包括

的評価に基づく優先順位付けが行われた。シミュ

レーションモデルには，介入手段の種類によってマ

ルコフモデル，比例多相生命表（proportional mul-

ti-state life tables）またはマイクロシミュレーショ

ンが用いられた24)。減塩介入については比例多相生

命表分析が採用され，2003年の豪州30歳以上人口の

性・年齢階級コホート別のシミュレーションを死亡

または100歳に達するまで行った48)。血圧低下を介

して生命表上で循環器疾患の発症率，有病率，死亡

率および獲得生存年数を推定した。さらに，獲得生

存年数を豪州疾病負担研究から得られた障害係数

（disability weights）で重みづけし，避けられた障害

調整生存年（disability-adjusted life year, DALY）を

計算した。

3) 応用研究

減塩政策として，◯豪州国立心臓財団（National

Heart Foundation of Australia）が実施したティッ

ク・プログラムにおける食品業界へのインセンティ

ブの付与による市販加工食品中の食塩量の自主的な

削減，◯市販加工食品中の食塩量制限の義務化，◯

収縮期血圧115 mmHg 以上の者を対象とした食事

指導，◯収縮期血圧140 mmHg 以上の者を対象と

した食事指導が検討された。ここでの加工食品と

は，パン，マーガリンおよびシリアルを指してい

る。保健セクターの視点から費用対効果を評価した

結果，食事指導に関する二つの介入手段の費用対効

果は低かったが，市販加工食品中の食塩量削減に関

する二つの介入手段の費用対効果は高かった。ただ

し，自主規制よりも義務化による介入のほうが，効

果は20倍も高かった48)。さらに150種類の介入手段

全体で費用対効果を比較した結果，加工食品中の食

塩量の制限の義務化は，たばこ，酒および不健康な

食品への課税等と並んで最も費用対効果の高い介入

手段の一つであることが示された24)。

. PRISM

1) 概要

PRISM は，循環器疾患の予防と管理に関するシ

ステム・ダイナミクスシミュレーションモデルであ

る。米国政府機関における循環器疾患予防管理の計
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画と評価を支援するため，2007年から疾病管理予防

センター（Centers for Disease Control and Preven-

tion）と国立心肺血液研究所（National Heart,

Lung, and Blood Institute）からの援助を受けて，コ

ンサルタントの Jack Homer 博士らが開発した70)。

PRISM の基盤となっているシステム・ダイナミク

スは，1950年代後半にマサチューセッツ工科大学の

Jay W Forrester 教授によって開発されたシミュ

レーション手法である71)。社会の各要素がお互いに

影響しあう複雑な因果経路の動的な変化について，

ストック変数，フロー変数，遅れ，非線形性，

フィードバック・ループ等を用いることにより，分

析対象課題をシステム全体でマクロ的に俯瞰したシ

ミュレーションが行われる。

2) モデルの構造

システム・ダイナミクスモデルは，連続的に変化

するシステムの状態を微分方程式と差分方程式を用

いて微小な時間単位で更新する連続型のシミュレー

ションモデルである。PRISM では，米国 2 歳以上

人口について1990年から四半期ごとに2040年までの

シミュレーションを行うことが可能で，喫煙，栄

養，身体活動といった11分野における51種類の介入

手段を対象としている70)。減塩政策に関する介入手

段として，規制による加工食品中の食塩量制限が栄

養分野に含まれている。PRISM は確定的なモデル

で，危険因子や循環器疾患の既往の有無等により分

類された人口集団のストックで構成される。人口集

団は，18歳になると循環器疾患の既往の有無によっ

て二つに分類される。さらに減塩に関連して，血圧

水準によって正常血圧，前高血圧，高血圧の三つに

分類される。食塩摂取と高血圧に関するストックフ

ロー図では，減塩による平均食塩摂取量の低下か

ら，非高血圧患者における高血圧発症率の低下およ

び高血圧患者における血圧管理率の上昇を通じて，

循環器疾患リスクが低下するメカニズムがモデル化

されている。

3) 応用研究

Hirsch らは，循環器疾患リスクを低下させるた

めの介入手段を臨床，行動支援，健康増進・アクセ

スおよび課税・規制の 4 種類に分類し，2010年から

2040年までの費用と効果を検討した。その結果，全

体で死亡率は31，費用は18低下するが，4 種類

の介入のうち加工食品中の食塩量削減を含む課税・

規制については，死亡率15，費用14で最も低下

が大きいと推定された59)。また，Homer らは介入

手段を保健医療（臨床，行動，精神），空気（喫煙，

二次喫煙，空気汚染）および生活習慣（栄養と身体

活動）の 3 つの政策分野に分類し，2012年から2040

年までの費用と効果を推定した。その結果，3 つの

政策分野全体で循環器疾患死亡率は51低下，費用

は16低下し，減塩を含む11種類の生活習慣に関す

る介入手段によって死亡率は11，費用は 9低下

することが示された60)。ただし，いずれの応用研究

も減塩政策を他の介入手段とグループ化して評価を

行っており，今後は個別の介入手段について費用と

効果を推定することが期待される。

 考 察

本稿では，日本の栄養政策等による公衆衛生学的

効果および社会保障費抑制効果の評価手法の開発に

資する基礎資料を示すため，海外の減塩政策の医療

経済的評価について，代表的なシミュレーションモ

デルと応用研究の概要を紹介した。モデルとして，

豪州，英国または米国で循環器疾患予防の政策的介

入を評価するために開発された循環器疾患政策モデ

ル，IMPACT モデル，米国 IMPACT 食料政策モ

デル，ACE アプローチおよび PRISM を取り上げ

た。モデルの構造としては，マルコフ・コホートシ

ミュレーション，マイクロシミュレーション，比例

多相生命表，システム・ダイナミクスに基づき，減

塩政策による食塩摂取量の低下から血圧の低下を通

じて循環器疾患予防に至る過程が組み込まれてい

た。これらのモデルを応用した研究では，健康増進

キャンペーン，食品包装の栄養成分表示，加工食品

中の食塩量低減への事業者による自主的取り組みま

たは義務化といったポピュレーションアプローチに

よる減塩政策の費用と効果について，10～30年また

は生涯にわたる長期のシミュレーションが行われ

た。これらのシミュレーション結果が実際に国の減

塩政策を動かしたことを記す資料は入手できていな

いが，学術論文，報告書およびメディアを通じて社

会に還元されることにより，減塩政策を医療経済的

視点から検討することの重要性について国民の意識

向上に寄与したと考えられる。

本稿で紹介した先進国の応用研究例では，とくに

加工食品に含まれる食塩量の低減を中心に，費用対

効果または医療費抑制効果が得られることが示され

た。もう一つの食塩摂取源である自宅での調理や食

卓での味付けなど個人の裁量で摂取する食塩量

（discretionary salt intake）が食塩摂取量に占める割

合は，一人当たり国内総生産と負の関係にあること

が示されている72)。アジアの高所得国である日本は

ブルネイとともに例外で，中国，インド，グアテマ

ラといった低中所得国とともに個人裁量の摂取量が

食塩摂取量の半分以上を占める72)。しかし，日本の

若年層では加工食品や外食からの食塩摂取割合が他
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の年齢層に比べて高く，今後，ポピュレーションア

プローチに基づき加工食品や飲食店で提供される食

事の減塩を進めることがますます重要になる可能性

が示唆されている73)。また，栄養成分表示の義務化

を除いて，日本の減塩政策は目標値等により企業や

個人の自主的な取り組みに委ねる緩やかな性格のも

のが主体となっている。IMPACT モデルによるイ

ングランド等の研究においても，健康増進キャン

ペーンや食品業界の自主的取り組みが検討されてい

る。このように，本稿で紹介した欧米等の先進国に

おける応用研究例は，日本の減塩政策の評価手法を

開発する際に有用である。

公衆衛生分野のシミュレーションモデルを活用し

た研究は，わが国でもすでにいくつか実施されてい

るが66,74,75)，まだ低調である。公衆衛生介入研究

（public health intervention research, PHIR）では，

計画，実施，社会実装の各段階でシミュレーション

モデルが有用76)であり，倫理的あるいは予算的に介

入研究が困難な場合にも応用が可能である。本研究

で示す海外の現状を参考に，今後わが国の公衆衛生

研究においてシミュレーションモデルを活用した研

究が発展することが望まれる。日本の減塩政策によ

る公衆衛生学的効果と社会保障費抑制効果に対する

医療経済的評価手法の将来的方向性として，国内の

食塩摂取量と高血圧，循環器疾患の発症と死亡と

いった公衆衛生データに本稿で紹介されたモデルを

適用し，日本独自のモデルに調整してシミュレー

ションを行い，政策に反映させることが重要である

と考えられる。

国際的には，循環器疾患とその要因となる高血圧

が増加している現状から，2000年になって減塩が

「健康な食事」の実現に向けた効果的な介入として

世界保健機関を中心に議論され始めたが，食塩摂取

の削減目標値として 5 g が提示されたのも2012年と

比較的新しい7)。同時期に世界の非感染性疾患への

対応をモニタリングするため，加盟国がとるべき政

策オプションとして 9 つの国際的な努力目標を示

し，そのうち 4 つ目の目標に「塩/ナトリウムの人

口平均摂取量の30を相対的削減する」が掲げられ，

2025年までに達成することとしている77)。また世界

保健機関は，この目標達成のためにはポピュレー

ションアプローチの減塩政策において，強力な政府

のリーダーシップ，明確な目標とタイムライン，お

よび積極的なモニタリングと報告が必要であり，食

品産業の協力が欠かせないとも述べている78)。この

ように，ポピュレーションアプローチによる減塩政

策を必要とするのはもはや高所得国だけではなく，

経済発展とともに食生活が変化して加工食品が多く

流通するようになった低中所得国も同様である。と

くに，医療資源が限られている低中所得国における

非感染性疾患の対策としては，高度な治療よりも予

防と管理が重要視されており，費用効果分析によっ

て 1 DALY 当たり100ドル以下である「ベストバイ

（値ごろ感のある介入）」として，ポピュレーション

アプローチによる減塩政策（食品に含まれる食塩量

の削減，公的集団施設における減塩介入，マスメ

ディア，食品ラベルの 4 つ）が挙げられている79)。

これらから，わが国における取り組みの検証が行わ

れ，食生活が比較的類似しているアジア地域への応

用・展開に資することが期待される。

ところで，本稿で紹介したモデルの主眼は将来の

費用と効果のシミュレーションであるが，過去の栄

養政策が日本人の平均寿命等の健康指標を改善し，

医療費の抑制にも貢献したかどうかについて検証す

るためのモデルとしては， IMPACT モデルと

PRISM が参考になるかもしれない。IMPACT モ

デルは，もともと循環器疾患死亡率の推移への治療

と危険因子の変化の寄与を検討するために開発され

た。日本の応用研究から，1980年から2012年までの

日本人の冠動脈疾患死亡率の低下分のうち，56は

内科・外科療法，35は危険因子の変化（24は収

縮期血圧の低下，11は喫煙率の低下）に起因する

ことが示された66)。PRISM の母体であるシステ

ム・ダイナミクスのシミュレーション手法を用いる

場合は，たとえば著者らが現在厚生労働科学研究費

補助金により取り組んでいる，食塩摂取量について

反事実的なシナリオを設定し，後ろ向きのシミュ

レーションを行って実際の平均寿命等の推移と比較

することで減塩政策の効果を近似する可能性が考え

られる。

本研究の限界として，代表的なモデルによる研究

のみを対象としたため，他のモデルによる研究を紹

介しなかった点が挙げられる。たとえば，欧米等で

行われた政府のキャンペーンや塩税，自発的な食塩

量のラベリングの効果に関する検討80,81)や，英国の

政策を参考に減塩効果を経済面で国際比較した研

究82)は，本資料で取り上げなかった評価モデルを用

いたものの，減塩効果を評価した研究として重要で

ある。

 結 語

海外では減塩政策による循環器疾患予防の費用と

効果について，シミュレーションモデルによる医療

経済的評価から得た国レベルの科学的根拠を発信し

ている。日本の今後の方向性として，実際に国内の

公衆衛生データを用いて先行研究と同様のシミュ
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レーション分析を実施し，海外のパラメータと比較

して方法論的な妥当性を確認する必要がある。そし

て日本独自のシミュレーションモデルを開発し，栄

養政策の立案・評価を行うことが期待される。

本研究は，令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金（循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「栄養

政策等の社会保障費抑制効果の評価に向けた医療経済学

的な基礎研究」19FA1004（研究代表者西 信雄）の一

環として実施した。
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Objectives Social security costs related to the healthcare and long-term care of patients with cardiovascular

diseases is a national burden that is expected to grow as Japan's population ages. Nutritional policies

for improving the nation's diet could prevent cardiovascular diseases, but scientiˆc evidence on their

costs and outcomes is limited. This study gives an overview of health economic evaluation studies on

population-wide dietary salt-reduction policies that have been instituted for the purposes of

cardiovascular disease prevention. Thus, this study provides background information for the de-

velopment of evaluation methods that can be utilized in Japan for analyzing the eŠects of nutritional

policies on public health and social security cost containment.

Methods We extracted representative health economic simulation models that are used for predicting the

eŠects of cardiovascular disease-related interventions: Cardiovascular Disease Policy Model,

IMPACT Coronary Heart Disease Policy and Prevention Model, US IMPACT Food Policy

Model, Assessing Cost-EŠectiveness (ACE) approach to priority-setting, and Prevention Impacts

Simulation Model (PRISM). Next, we collected original articles on studies that used these models

for assessing the costs and eŠects of national population-wide dietary salt-reduction policies. We

then outlined the background, structure, and applied studies associated with each model.

Results The ˆve models utilized Markov cohort simulation, microsimulation, proportional multistate life

tables, and system dynamics to predict the eŠect of dietary salt-reduction policies on blood pressure

reduction and cardiovascular disease prevention. The models were applied to countries such as

Australia, England, and the United States to simulate long-term (10 years to lifetime) costs and

eŠects. These applied studies examined policies that included health promotion campaigns, sodium

labels on the front of food packages, and mandatory or voluntary reformulation by the food industry

to reduce the salt content of processed foods.

Conclusion Health economic simulation modeling is actively being used to evaluate scientiˆc evidence on

the costs and outcomes of national dietary salt-reduction policies. Similarly, leveraging simulation

modeling techniques could facilitate the evaluation and planning of dietary salt-reduction policies

and other nutritional policies in Japan.
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